
Ｗｅｅｋｌｙ Ｆａｘ Ｎｅｔｗｏｒｋ Ｎｅｗｓ        １９９９年（平成11年）1月11日創刊・毎週月曜日発行 

Ｎｏ．624 平成23年 7月25日（月曜日） 発展を目指す企業家のための経営指南役  

社 外 重 役
Ｓｅｌｅｃｔｅｄ Ｃｌｉｅｎｔｓ ＆ Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌｓ Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ 

発 行 )株 式 会 社 ノ ー ス ア イ ラ ン ド
東京本社)東京都千代田区丸の内3-2-3 富士ビル5F

 T e l . 0 3 - 3 2 1 6 - 2 0 0 4  F a x . 0 3 - 3 2 1 6 - 0 4 3 9

大阪支社)大阪市北区中之島3-3-23 中之島ダイビル9F

 T e l . 0 6 - 6 4 4 8 - 2 0 0 4  F a x . 0 6 - 6 4 4 8 - 0 5 3 9

 

 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

今週のキーワード 

労使協議機関 

厚労省は「経営、生産、労働条件、福利厚生等の事項を労使で協議するための常設的機関で、

通常、労使協議会、経営協議会等の名称で呼ばれるもの」と定義する。同機関で「同意事項」と

は労使の同意がなければ決定できない事項を指し「協議事項」は労使の意見の一致をみるように

意見交換を行うが、最終決定は経営者が行う事項。「意見聴取事項」は従業員側に説明を行い意

見聴取を行うこと。「説明報告事項」は労組に説明報告はするが意見聴取は行わない事項をいう。

労働組合の活動実態調査結果発表
非正規労働者問題に積極関与 
 
労働組合が会社側と公式に話し合う場が「労

使協議機関」だが、ここではどんなテーマが協

議の中心となっているのか。時代とともに労働

環境が変化する中で、労組の経営への関与の状

況はこの５年間で大きく変わった。労組のテー

マの多くは賃金・退職給付制度の改定など労働

条件が中心。ところが、厚生労働省が５年毎に

行う「平成 22 年労働組合活動実態調査」で、そ

の傾向は明らかに変わった。会社の再編問題や

非正規社員の待遇などをめぐる問題に労組はよ

り積極的に関与しているようだ。 

経営の根幹に係わる企業組織の再編などへの

関与状況では、過去３年間に再編などが「実施

された」事業所は 37.9％で、その実施に関与し

た労組の割合は 85.8％。前回（87.6％）との差

はわずかだが、５年間で再編・合併が進んだこ

とと労使協議機関がちゃんと機能していること

がわかる。また、５年間の活動で刮目されるの

は非正規社員の処遇改善への取り組みである。

非正規社員に関する取り組みが「あり」という

労組の割合は、パートタイム労働者、派遣労働

者ともに 47.1％（前回 25.5％）、23.9％（同

14.9％）と前回から大幅に増加した。この結果、

20.3％の事業所で賃金制度の改定や退職金制度

の導入が実施された。しかし、有効回答 2,479

労組（組合員 100 人以上）の企業で、パート・

派遣とも待遇改善に結びついたのは約２割。こ

れでは労使双方にとってそれほど自慢できる数

字とはいえまい。 

創設された雇用促進税制スタート
適用には「雇用促進計画」が必要 
 
青色申告法人が、2012年４月１日から2015年３

月31日までの間に開始する各事業年度で、当期末

の雇用者の数が前期末に比べ５人以上（中小企業

者等は２人以上）及び10％以上増加しており、そ

れが証明されるなど一定の場合に該当するとき

は、20万円に基準雇用者数を乗じて計算した金額

の特別税額控除ができることとされた。ただし、

当期の法人税額の10％（中小企業者等は20％）相

当額が限度とされる。適用要件は、①前期及び当

期に事業主都合による離職者がいないこと、②基

準雇用者数≧５人（中小企業者等については２

人）：基準雇用者数とは、「当期末の雇用者の数

－前期末の雇用者の数」、③基準雇用者割合≧

10％：基準雇用者割合とは、「基準雇用者数／前

期末の雇用者の数」、④給与等支給額≧比較給与

等支給額、⑤雇用保険法第５条第１項規定の事業

を行っており、全てを満たしていることが必要と

なる。  

税額控除限度額の計算は、「税額控除限度額＝

基準雇用者数×20万円（当期の法人税額の10％（中

小企業者等については20％）相当額を限度）」と

なる。この制度の適用を受けるためには、公共職

業安定所に雇用促進計画の提出を行い、都道府県

労働局または公共職業安定所で上記適用要件の①

から③までの要件について確認を受け、その際交

付される同計画の達成状況を確認した旨を記載し

た書類の写しを確定申告書に添付する必要があ

る。また、同計画は、2011年８月１日から公共職

業安定所で提出の受付が開始される予定である。

税務会計人   事 


